
 

 

三豊市監査委員告示第５号 

 

 

 令和元年度定例監査結果報告書（第２回）に基づき措置を講じた旨の通知が三

豊市長からあったので、地方自治法第 199 条第 12 項の規定により、次のとおり

公表する。 

 

令和 2年 4月 8日 

 

三豊市監査委員 片桐 正文       

三豊市監査委員 三宅 静雄       

 



 
三 総 総 第 ８ ５ ７ 号 
令 和 ２ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

 
三豊市監査委員  片 桐 正 文  様 
三豊市監査委員  三 宅 静 雄  様 

 
 
 

三 豊 市 長         山下 昭史 
 

 
 
 

監査の結果に関する報告に基づく措置について 
 
 
 
 令和元年度定例監査結果報告書（第２回）に基づき別紙のとおり措置を講じましたので、地方自

治法第１９９条第１２項の規定により通知します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
監査の結果に関する報告に基づく措置 

 
区

分 

監査対象機関

（課名等） 

監査の結果 

(改善・検討事項) 
措置の内容 

個

別

事

項 

建設経済部 

建設港湾課 

・工事請負契約について 

前年度繰越事業の一部で、工事に

伴う事務処理が不完全なまま工事請

負契約が締結されていた案件があっ

た。 

今後は、職務の責任を十分認識し、

適正な事務処理を実施すること。 

 
ご指摘の点を踏まえ、現在取り組

んでいる全ての事業の事務処理手

順の再確認を行った。 
今後は、従前のチェック体制を強

化し、正当な事務処理を行ってい

く。 
 

個

別

事

項 

永康病院 

・契約事務の適正化について 

役務の提供を受ける契約の委託契

約期間については、年度ごと又は「地

方自治法第 234 条の 3」、「三豊市長

期継続契約を締結することができる

契約を定める条例」等に基づいた長

期継続契約（原則 5 年を上限）によ

り設定することができる。 

今回、自動更新となっている契約

の中で、支出の根拠となる契約内容

が不十分な事例が見受けられた。社

会情勢が変化していく中、契約内容

は随時見直し、実態と照らし合わせ、

合致しないものは速やかに変更契約

を締結する等の措置を取られたい。 

また、借地契約の契約方法につい

ては、平成 28 年度第 2回定例監査に

おいて「後年度予算の裏付けのない

支払いを約束する自動更新条項を定

めるのではなく、地方自治法第 234

条の 3 で定める長期継続契約への見

直しをすべきである」という意見を

付した。 

 
役務提供の自動更新となってい

る契約について、長期継続契約等を

締結できるものは長期継続で、それ

以外は毎年度、契約を締結するよう

契約内容を見直す。 
また、ご指摘の借地契約について

は、来年度から契約方法を見直し、

毎年度契約を締結する。 



しかし、平成 30年度締結の借地契

約において、自動更新の契約があっ

た。法令等を十分に読み込み、適正

な事務処理を実施すること。 

上記 2 点について、早急な改善を求め

る。 
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保育幼稚園課 

（総務課） 

・グループウェア内ライブラリの有効

活用について 

幼稚園で使用している切手受払簿

の様式が規則と相違していた。これ

は、グループウェア内ライブラリに

掲載していた様式が更新されていな

かったことが原因である。 

現在、職員間での共有が必要な定

型文書やマニュアル等の掲載場所

は、全庁一時共有フォルダであった

りグループウェア内ライブラリであ

ったりと統一されておらず、職員が

必要な情報にたどり着くまでに時間

を要している。 

また、全庁一時共有フォルダにつ

いては、年度ごとに新フォルダが作

成され情報更新されているが、グル

ープウェア内ライブラリには、長年

更新されていないもの、所管課が変

更前のままといったものが見受けら

れる。 

働き方改革により業務の効率化が

避けられない中、職員が最短の時間

で最新の情報に行き着けるようなラ

イブラリのさらなる有効な活用につ

いて検討されたい。 

 

 

（幼稚園の切手受払簿について） 
現在、グループウェア内ライブラ

リに掲載されている定型文書につ

いては、その必要性の有無、内容確

認等を行う。そのうえで、全庁一時

共有フォルダに、定型的な文書等を

集約し、分類ごとのフォルダで管理

することとし、その旨各幼稚園に周

知する。 
今後の情報の更新については年

度当初に定例業務とする。 
 

（全庁的な対応について） 
3 月 23 日付けで同様の事例がな

いかグループウェアライブラリの

登録内容の点検を庁内全所属長宛

てに依頼した。 
また、基本となる重要な情報、及

び特定の関係課等ではなく全庁的

に必要な情報は、ライブラリへの登

録を検討し、その上で、関係課等の

職員が、できる限り短時間で、容易

に情報にたどり着けるように、適切

な方法の選択を周知した。 

 
 


